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第７章  労使ネットとっとり（個別労使紛争解決支援センター）の活動 

 

 

 〔はじめに〕 

 人事労務管理の個別化や雇用形態の変化等に伴い、個々の労働者と事業主との間で労働

関係上の紛争が増加していることを受け、個別労働紛争の未然防止、迅速な解決を促進す

ることを目的として、平成 14年に「個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例」が施行

され、この条例に基づいて鳥取県労働委員会による個別労働関係紛争あっせん制度が整備

された。 

労働委員会の「あっせん」と労働相談を分かりやすく利用しやすいものとするため、平

成 21年度からは労働委員会内に「個別労使紛争解決支援センター」を設置し、これに「労

使ネットとっとり」の愛称をつけ、県民に直接届く情報提供に努めている。 

 平成 28年末までに 300件を超えるあっせんを取扱っているが、労働委員会が行う労働相

談や「あっせん」等に対する県民の認知度はいまだ高いとは言えないのが現状である。 

 このため、以下の広報基本方針を定め、可能な限り幅広い広報手段を通じて、個別労使

紛争解決支援機関としての「労使ネットとっとり」の労働相談受付や「あっせん」等につ

いて、県内に働く一人ひとりの労働者や事業主に届くよう積極的な周知に努めた。 

  

１ 広報の基本方針 

 （１）広報内容 

  個別労使紛争解決支援機関としての「労使ネットとっとり」の存在に加えて、その特

徴である、①公益側委員、労働者側委員、使用者側委員の三者構成のあっせん員が調整

の任に当たること、②あっせん員・事務局職員が現地に出向く現地主義であること、③

解決が見込まれる場合には（時間や回数の制限なく）何度でもあっせんを行うことの３

点と、これまでの解決率、平均処理日数、被申請者の参加率等の実績についても広報・

ＰＲする。 

 （２）集中広報期間等 

  「労使ネットとっとりの日」（平成 24年６月 13日第 1107回総会決定）の６月 10日が

ある６月、全国労働委員会連絡協議会の「個別労働関係紛争処理制度周知月間」である

10月に集中的に広報を行うとともに、該当月については、地方紙の発行エリア、民放テ

レビ、ラジオのローカル局の放送エリアが重なる島根県と共同した広報・ＰＲ活動を行

う。 

（３） 広報媒体等 

○引き続き可能な限り多くの広報媒体の利用を検討するとともに、県職員をモデルとし

たポスター・リーフレットの作成や、新聞へのまんが広告の掲載、県庁舎等への懸垂

幕・横断幕の掲出等、県民により親しみやすい方法で広報する。 

○県内の高校で卒業を控えた高校３年生に対して、県中小企業労働相談所の「ＴＨＥ社

会人」と併せて労使ネットとっとりのクリアファイルを配布するなど、「未来の労働

者」に対する労働教育、紛争の未然防止等の観点からＰＲをしていく。 
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○昭和 21年３月１日に鳥取県労働委員会が発足して以来、平成 28年３月１日をもって

70周年を迎えるにあたり、平成 28年度を通して、県立図書館等と連携するなどして、

また、既実施事業との相乗効果を図るなどして記念事業を実施し、県民や事業者に直

接、鳥取県労働委員会（労使ネットとっとり）及びその実施している紛争処理サービ

スについての周知及び利用促進を図る。 

○県民や事業者に労働委員会の個別労働関係紛争あっせん制度や、労働相談の認知度を

一層高めることを目的として、｢労使ネットとっとり｣啓発ステッカーを作成し、県庁

舎等の公共施設や掲示協力企業に送付する。ステッカーを身近な場所に掲示すること

で、労働者・事業者、若年世代が親しみをもつとともに職場環境の改善等に対する関

心を高める。 

 

２ 主な周知広報活動 

（１）労働相談会・労働相談週間の取組み 

①定期労働相談会の実施（毎月定例総会日） 

  「第６章 個別労働関係紛争の相談・あっせん １（２）」にて詳細記載 

②関係機関による休日合同労働相談会の開催（年３回、３地区一斉開催） 

「第６章 個別労働関係紛争の相談・あっせん １（３）」にて詳細記載 

③「労使ネットとっとり」労働相談週間（６月） 

「第６章 個別労働関係紛争の相談・あっせん １（４）」にて詳細記載 

 

（２）労働相談会・労働相談週間等の周知広報活動 

①リーフレット・ティッシュの街頭での配布（島根県と共同開催） 

集客施設の来場者に対し、休日合同労働相談会の実施や関係機関の個別労働関係紛争処

理関係機関の各相談窓口を紹介するチラシが入ったティッシュペーパーを配布し、「労使

ネットとっとり」の周知を図った 。なお 、一斉配布の実施に当たっては、県商工労働部

雇用人材局及び県中小企業労働相談所（みなくる）、日本司法支援センター鳥取地方事務

所（法テラス鳥取）と連携した。 

東 

部 

日 時 平成 28年 6月 5日（日）午前 9時から正午まで 

会 場 イオン鳥取北店（鳥取市晩稲） 

配 布 者 （労）安養寺委員、事務局職員 

中 

部 

日 時 平成 28年 6月 5日（日）午前 9時から正午まで 

会 場 倉吉パープルタウン（倉吉市山根） 

配 布 者 （労）弘中委員（使）稲井委員、事務局職員 

西 

部 

日 時 平成 28年 6月 5日（日）午前 9時から正午まで 

会 場 イオン日吉津店（日吉津村日吉津） 

配 布 者 （使）江尻委員、事務局職員 
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東 

部 

日 時 平成 28年 10月 16日（日）午前 9時から正午まで 

会 場 イオン鳥取北店（鳥取市晩稲） 

配 布 者 （公）三谷会長代理、（労）和田委員、事務局職員 

中 

部 

日 時 平成 28年 10月 16日（日）午前 9時から正午まで 

会 場 倉吉パープルタウン（倉吉市山根） 

配 布 者 （公）濱田会長、事務局職員 

西 

部 

日 時 平成 28年 10月 16日（日）午前 9時から正午まで 

会 場 イオン日吉津店（日吉津村日吉津） 

配 布 者 （労）松﨑委員、（使）竹上委員、事務局職員 

（参 考）島根県労働委員会の街頭ＰＲ実施状況 
平成 28年２月 14日（日）ゆめタウン出雲（出雲市大塚町） 
平成 28年６月 ５日（日）ゆめタウン浜田（浜田市港町） 
平成 28年 10月２日（日）イオン松江ＳＣ（松江市東朝日町） 

 
②新聞広告（鳥取県からのお知らせ・マンガ広告） 

地区 掲載日 媒 体 告 知 内 容 

全域 
平成28年 
3月10日（木） 

日本海新聞 
鳥取県からのお知らせ欄 
フリーダイヤル・労働相談 
4月13日（水）定期労働相談会 

全域 
平成28年 
6月 9日（木） 

日本海新聞 
鳥取県からのお知らせ欄 
フリーダイヤル・労働相談 
6月19日（日）合同労働相談会 

全域 
平成28年 
7月28日（木） 

日本海新聞 
鳥取県からのお知らせ欄 
フリーダイヤル・労働相談 
8月10日（水）定期労働相談会 

全域 
平成28年 
10月 8日（土） 

日本海新聞 
まんが広告 
フリーダイヤル・労働相談 
10月30日（日）合同労働相談会 

全域 
平成28年 
11月24日（木） 

日本海新聞 
鳥取県からのお知らせ欄 
フリーダイヤル・労働相談 
12月14日（水）定期労働相談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成28年10月８日付 日本海新聞 ○Ｃラ・コミック 
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③テレビ・ラジオ番組への出演 

 ○ＮＨＫとっとり放送局放送「いちおしＮＥＷＳとっとり」への出演 

放送日時 出演者 ＰＲ内容 

平成 28年 6月 3日（金） 

午後 6時 10分から 
事務局職員 合同労働相談会（6月 19日(日)） 

平成 28年 10月 14日（金） 

午後 6時 10分から 
事務局職員 合同労働相談会（10月30日(日)） 

○ＦＭ山陰「Ｄａｙ ｂｙ Ｄａｙ～輝け未来」への出演 

放送日時 出演者 ＰＲ内容 

平成 28年 6月 8日（水） 

午後 2時 20分から 
濱田会長 

個別労働関係紛争あっせん制度 

フリーダイヤル・労働相談 

合同労働相談会（6月19日(日)） 

 

④ 懸垂幕・横断幕の掲出 

地区 場 所 媒 体 掲出期間 告 知 内 容 

東 

部 

県議会棟 

（鳥取市東町） 
横断幕 

6月 6日（月）から 

6月30日（木）まで 

全国共通キャッチフレーズ 
「ご存じですか？労使ネットとっ
とり～雇用のトラブル まず相談
～」 
労使ネットとっとりのロゴマーク 
相談フリーダイヤル 

10月 3日（月）から 

10月31日（木）まで 

中 

部 

中部総合事務所 

（倉吉市東巌城町） 
懸垂幕 

6月 6日（月）から 

6月20日（月）まで 

西 

部 

米子市営武道館 

（米子市糀町） 
横断幕 

6月13日（月）から 

6月30日（木）まで 

10月 3日（月）から 

10月31日（木）まで 

 

⑤その他相談会の周知広報活動 

○「県政だより」（１月号、10月号）及び市町村広報紙におけるお知らせの掲載 

○関係機関に対するチラシの配布 

  〔主な配布先〕国、県、市町村窓口（労働関係、相談関係等）、図書館、社会福祉協議会、 

労働者団体（労働組合等）、使用者団体（経営者協会、商工会議所、商工

会、青年会議所等）、大学・専門校、県内高等学校・特別学校等（就職希

望の卒業生に対して配布） 

○県内コンビニエンスストア「鳥取県情報コーナー」におけるチラシの配架 

○県政記者クラブに対する報道資料提供 

○関係各所に対する関係機関広報誌またはホームページでの告知依頼 

〔主な依頼先〕市町村、共催機関、労働関係団体、経営者団体等 

○労使ネットとっとり公式ホームページによる告知 

 



- 37 - 
 

（３）労働相談窓口の周知ステッカーの作成及び掲示 

地 区 作成枚数 掲示箇所 周 知 内 容 

全 域 
周知ステッカー 

（2種類、計10,000枚） 

トイレ、洗面所周辺等の利用

者の目に届きやすい場所 

労使ネットとっとり 

フリーダイヤル 

当労働委員会の実施する労働相談の窓口を広くＰＲするため、新たに周知ステッカーを作

成し、県内の公共施設、企業、店舗等に掲示の依頼を行った。 

  ※なお、県知事賞を受賞した「聞くゾウくん」を鳥取県労働委員会個別労使紛争解決支援

センター（愛称「労使ネットとっとり」）の公式マスコットキャラクターとして活用 

 

ver.1「あなたの話を聞くけんね」 

 

ver.2「職場を笑顔いっぱいにしようで」 

 

 

 

 

 

〔掲示先〕 

県庁、中部総合事務所、西部総合事務所、米子市役所、米子コンベンションセンター、株式会

社いない、イオンリテール株式会社（イオン日吉津店、イオン鳥取北店）、株式会社ポプラ、株

式会社ファミリーマート 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）「未来の労働者・使用者（県内高校生）」向けの広報 

クリアファイルの配布（未来の労働者・使用者である高校生向け啓発） 

地 区 日 程 媒 体 告 知 内 容 

全 域 11月中旬 クリアファイル5,800部 
労使ネットとっとり周知 

フリーダイヤル・労働相談 

公共施設用 事業所用 



- 38 - 
 

 未来の労働者・使用者に対する労働紛争の未然防止、労働教育に役立つよう、就職・進学を控

えた県内の高校３年生全員に対し、県中小企業労働相談所（みなくる）の「ＴＨＥ社会人基礎編」

に併せて労使ネットとっとりのクリアファイルを配付し、「労働関係の専門機関」としての周知

を図った。 

 

（５）その他 

 10 月は全国労働委員会連絡協議会における、個別労働関係紛争処理制度周知月間であり、

前記（１）及び（２）の周知活動のうち、10月に実施した取組みは共同ＰＲ事業として位置

づけている。 
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第８章  鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業 

 

 

１  概 況 

本労働委員会が平成 28年３月１日に創設７０周年を迎えることを契機に、本労働委員会及

びその実施する紛争処理サービスの効果的な周知及び一層の利用促進に資することを目的と

して、平成 27年から平成 29年までの間、創設７０周年を記念する各種の事業を行った。 

  事業の企画等に当たっては、鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業企画委員会（以下「企

画委員会」という。）を小委員会として設け、平成 27年４月８日開催の第１回企画委員会

会議から合計 12回会議を開催し、事業の企画立案、審議、調整を行った。 

 

（企画委員会委員） 

   公益委員（委員長） 三谷 裕次郎 会長代理 

   労働者委員     池内 保子 委員 

   使用者委員     宮城 定幸 委員 

 

（記念事業） 

「労使ネットとっとり」ポスター・キャラクターデザイン等の公募等（平成 27年、平成

28年実施） 

鳥取県労働委員会７０年のあゆみ展の開催（平成28年実施） 

記念講演・シンポジウムの開催（平成 28年実施） 

鳥取県労働委員会７０周年記念誌の編集・発行（平成 29年発行予定） 
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２ 「労使ネットとっとり」ポスター・キャラクターデザイン等の公募等 

 

（１）公募事業の概要  

 ア 目的 

目的将来の地域社会を担う県内の児童、生徒、学生に対し、働き方（労働環境や労働

条件等）や「労使ネットとっとり」への関心をもってもらうことを目的として、ポスタ

ーデザイン、キャッチコピー及びキャラクターデザインを募集したもの。 

  イ 募集期間 

    平成 27年７月 17日（金）から平成 27年９月 10日（木）まで 

  ウ 公募作品の使途 

   ①「労使ネットとっとり」ＰＲポスター・ちらし・啓発グッズ等の原案として採用 

   ②県内の公共施設にてパネル展示 

 エ 応募状況 

   ＜応募総数 125作品＞ 

    ポスター等デザイン  16作品 

    キャッチコピー    27作品 

    キャラクターデザイン 82作品 

 

 

 

 

 

 

 

 オ 賞名及び副賞（各部門共通） 

   ［賞名］鳥取県知事賞、鳥取県労働委員会会長賞、鳥取県教育長賞、 

労使ネットとっとり賞、審査員特別賞 

［副賞］名探偵コナンカレー等県産品詰め合わせ 
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  カ 参加賞（７点詰め合わせセット） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）受賞作品 

受賞作品については、「第８章 ３ 鳥取県労働委員会７０年のあゆみ展」に記載。 

 

（３）リーフレットやポスターなど受賞作品の利用について 

  ア 周知グッズの作成 

   ポスター、ちらし等に受賞作品デザインを活用 

 

イ 周知ステッカーの作成及び掲示（詳細は、第７章） 

県労働委員会の実施する労働相談の窓口を広くＰＲするため、新たに周知ステッカ

ー（２種類、計 10,000枚）を作成し、県内の施設、企業、店舗等に掲示を依頼したも

の 

（上段）左から順に、 

「労使ネットとっとり」クリアファイル（Ａ

４）、働く若者のルールブック「ＴＨＥ社会

人」、ちらし、「スーミン」オリジナルご当地

シール（県福祉保健部健康医療局健康政策課

提供） 

（下段）左から順に、 

救急絆創膏（県労働者福祉協議会提供）、 

ユニバーサルデザイン消しゴム（カドケシプ

チ）、「労使ネットとっとり」マグネット 
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３ 鳥取県労働委員会７０年のあゆみ展 

（１）趣旨 

平成 28年３月１日に鳥取県労働委員会が創設 70周年を迎えることを記念し、記念事業の

一環として、労働委員会制度の現在、過去、未来をテーマにしたパネル展を実施。もって労

働委員会が果たす役割を県民の方に再認識していただくことを目的としたもの。 

 

（２）展示事業の概要 

１．展示会場及び期間 

展示会場 期  間 

〔西部会場〕 

米子市立図書館市民ギャラリー 

平成 28年 

2月 18日（木）～2月 28日（月） 

〔中部会場〕 

倉吉未来中心アトリウム 
3月 1日（火）～3月 6日（日） 

〔東部会場〕 

県立図書館特別資料展示室 
3月 7日（月）～3月 21日（月・祝） 

 

２．展示内容 

① 過去編～労働働委員会のあゆみ（労働関係史実等のパネル展示） 

鳥取県労働委員会創設前後の社会情勢・労働環境、鳥取県労働委員会が取り扱った調整

事件・審査事件等について、当時の写真や新聞記事等の資料を収集・編纂したＢ２サイズ

のパネル 22枚を展示。 

② 現在編～労働委員会のいま（労働委員会制度の説明パネル展示）  

近年の鳥取県労働委員会の活動状況等をＢ２サイズのパネル 13枚で紹介。 

③ 未来編～これからの労働委員会（県内児童・生徒の作品展示）  

未来の労働者・事業主である県内の児童・生徒・学生を対象に「労使ネットとっとり（鳥

取県個別労使紛争解決支援センター）」広報物及びマスコットキャラクターのデザインを

募集したが（詳細は、第８章 ２｢労使ネットとっとり｣ポスター・キャラクターデザイン等

の公募等に記載）、このコンテストに応募のあった作品の原画（啓発ポスター16点、キャ

ッチコピー27点、キャラクター82点 計 125点）を展示。 
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３．展示の様子 

  

東部会場（鳥取県立図書館） 

  

中部会場（倉吉未来中心） 

  

西部会場（米子市立図書館） 
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４．展示図録 

 

現在編1 
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現在編2 

 

現在編3 
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現在編4 

 

現在編5 
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現在編6 

 

現在編7 
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現在編8 

 

現在編9 
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現在編10 

 

現在編11 
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現在編12 

 

現在編13 
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過去編1 

 

過去編2 
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過去編3 

 

過去編4 
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過去編5 

 

過去編6 
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過去編7 

 

過去編8 
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過去編9 

 

過去編10 
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過去編11 

 

過去編12 
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過去編13 

 

 

また、「未来編」と題して、｢労使ネットとっとり｣ポスター・キャラクターデザイン等コン

テストで入選した次の 15作品の他、応募のあった作品の全ての原画（啓発ポスター16点、キ

ャッチコピー27点、キャラクター82点 計 125点）を併せて展示した。 
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未来編で展示した作品のうち入選作品一覧 

  

鳥取県知事賞 

（ポスター部門）受賞 

「きょうそうじゃなくてちからをあわせて」 

鳥取県知事賞 

（キャラクター部門）受賞 

「聞くゾウくん」 

  

川本 円花さん 

湯梨浜町立東郷小学校１年（当時） 

東端 侑那さん 

県立鳥取湖陵高等学校２年（当時） 

鳥取県労働委員会会長賞 

（ポスター部門）受賞 

「笑顔のあふれる関係を」 

鳥取県労働委員会会長賞 

（キャラクター部門）受賞 

「ハートリー」 

  

陰山 真依さん 

米子市立後藤ヶ丘中学校１年（当時） 

山口 えみりさん 

米子市立美保中学校３年（当時） 
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鳥取県教育長表彰 

（ポスター部門） 

「あなたの笑顔でみんなが笑顔」 

鳥取県教育長表彰 

（キャラクター部門） 

「労使ちゃん」 

  

小林 綾菜さん 

鳥取市立面影小学校５年（当時） 

岩井 桃花さん 

県立鳥取湖陵高等学校２年（当時） 

労使ネットとっとり賞 

（ポスター部門）受賞 

「笑顔がいっぱいの職場」 

労使ネットとっとり賞 

（キャラクター部門）受賞 

「とっとりけん」 

  

加藤 命花さん 

米子市立加茂中学校３年（当時） 

寺谷 爽さん 

鳥取大学附属中学校２年（当時） 
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審査員特別賞 

（ポスター部門）受賞 

「えがおであいさつ『おはようございます』」 

審査員特別賞 

（キャラクター部門）受賞 

「トットリー」 

 
 

安達 優華さん 

境港市立上道小学校２年
（当時） 

佐々木 崇博さん 

県立鳥取湖陵高等学校２年（当時） 

〔キャッチコピー部門〕 

鳥取県知事賞 受賞 

「働く上での相談、解決手助けは労使ネットとっとり」 

田中 桜里さん／伯耆町立溝口中学校１年（当時） 

鳥取県労働委員会会長賞 受賞 

「みんなの笑顔を支える労使ネットとっとり。」 

内田 瑞穂さん／伯耆町立溝口中学校１年（当時） 

鳥取県教育長 表彰 

「とっとりの職場を助ける労使ネットとっとり」 

南波 栄一郎さん／伯耆町立溝口中学校１年（当時） 

労使ネットとっとり賞 受賞 

「困ったら、すぐに相談みんなのみかた 労使ネットとっとり」 

渡邉 天翔さん／境港市立誠道小学校６年（当時） 

審査員特別賞 受賞 

「あんしんし、まよわず相談笑顔でね。」 

原野 大喜さん／境港市立誠道小学校６年（当時） 
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４ 記念講演・シンポジウムの開催 

 

ア 日 時    平成 28年３月９日（水）13時から 17時まで 

イ 場 所    ホテルモナーク鳥取（鳥取市永楽温泉町） 

ウ 出席団体等  大韓民国江原地方労働委員会、在日本大韓民国民団鳥取県地方本部 

都道府県労働委員会、県内各大学、鳥取労働局、鳥取県弁護士会、 

鳥取県社会保険労務士会、日本司法支援センター鳥取地方事務所、 

鳥取県行政書士会、労働者団体、使用者団体、鳥取県商工労働部、 

鳥取県労働委員会委員・あっせん員候補者ほか 

エ 後 援    鳥取労働相談・個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会 

日本労働組合総連合会鳥取県連合会 

一般社団法人鳥取県経営者協会 

オ 内 容 

（１）開催の趣旨 

日本の労働委員会制度は、集団的労使紛争の処理機関として労働組合法に基づき 1946

年３月１日に創設され、2016年３月に創設 70年を迎えた。 

労働委員会は、国（中央労働委員会）及び地方自治体（都道府

県労働委員会）に設置され、その間、多くの労働争議について調

整（あっせん、調停、仲裁）するとともに不当労働行為の成否に

ついて審査・判定し、労使関係の安定に寄与してきた。 

制度発足後 70 年間における社会経済・労働雇用環境の著しい

変化や労働組合組織率の低下などを背景に、現状において労働委

員会が取扱う集団的労使紛争は減少し、また大都市圏に多く地方

においては極端に少ないといった偏在傾向がみられる。 

他方で個々の労働者と事業主との間に生じる個別労働関係紛

争は増加傾向にあり、地方（都道府県）の労働委員会の多くが、

2003 年頃から地方自治体の事務として条例や規則等に基づき個

別労働関係紛争の「あっせん」による調整業務を実施しているも   

のの、各労働委員会において対応の基本的な考え方や役割の認識が異なり、全体的な処

理件数は少ない状況にある。 

一方、大韓民国の労働委員会制度は、1953 年３月に発足し今日まで 60 年余りが経過

しており、当初、我が国と同様、集団的労使関係の紛争処理を行う機関であったが、1989

年から不当解雇等の当否に係る個別労働関係紛争について審判による救済業務を加えて、

中央・地方労働委員会が統一的に処理し、多くの件数を取り扱う状況にある。 

以上のように、日韓の労働委員会の業務は、発足当初の集団的労使関係紛争の処理を

中心とするものから、その後、両国共に個別労働関係紛争の処理に業務を拡げているも

のの、現状において両国の制度やその運用には大きな差異が生じている。 

こうした差異は、日韓両国の歩んできた歴史やその時々の政治・経済情勢等に関係す

るものが大きいといえるが、それにもかかわらず比較の中で浮かび上がる事項は、地方

の労働委員会における紛争処理のあり方等を検討する上で極めて有益なものを含んでい
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るものと思われる。 

こうした趣旨で、今回、「日韓労働委員会制度の現状と課題」をテーマとして、大韓民

国江原地方労働委員会委員長を迎え、労働委員会制度や実務に精通した学識者等が意見

交換を行う中で、地方の労働委員会における個別労働関係紛争処理制度のあり方等につ

いて考察しようとするものである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）テーマ 

「日韓労働委員会制度の現状と課題～個別労働関係紛争処理制度のあり方等について

～」 

（３）次 第  

① 開会 〔司会：竹上 順子（鳥取県労働委員会使用者委員）〕 

         （通訳：鳥取県国際交流員 崔 璱 琪（チェ・スルギ）） 

② 主催者あいさつ  鳥取県労働委員会会長 濱田 由紀子 

③ 来賓者あいさつ  厚生労働省鳥取労働局長 河野 純伴  

④ 基調講演 

○「韓国の労働委員会制度と現状」 

        講師：江原地方労働委員会委員長 金 珉 奭（キム・ミンソク） 

○「個別労働関係紛争に対する労働委員会あっせん－地方特性の自治事務としての

優位性と課題－」 

        講師：九州大学法科大学院教授 野田 進 

（前福岡県労働委員会会長） 

⑤ パネルディスカッション 

  ○コーディネーター 

濱田 由紀子（鳥取県労働委員会会長） 

    ○パネリスト 

     金 珉 奭（キム・ミンソク）（大韓民国江原地方労働委員会委員長） 

     韓 萬 珠（ハン・マンジュ）（大韓民国江原地方労働委員会公益委員） 

     野田 進（九州大学法科大学院教授（前福岡県労働委員会会長）） 

     太田 正志（前鳥取県労働委員会会長） 
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    ○通 訳  

     徐 侖 希（ソ・ユンヒ）（名古屋大学大学院法学研究科特任助教） 

⑥ 閉会 

 

（４）内容（講演録） 

  詳細な内容については、「鳥取県労働委員会７０年の歩み」に記載 
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５ 鳥取県労働委員会７０周年記念誌の編集・発行 

    これまで労働委員会創設５周年、20周年及び 50周年において、「鳥取県地方労働委

員会の歩み」を発刊しており、その後の調整・審査事件、個別労働関係紛争あっせんの

取組や労使ネットとっとりの歩み、日韓労働委員会フォーラムの取組みなどをまとめて、

70年間の内容を基に７０周年記念誌として編集・発刊し、関係機関等に発刊することに

より、労働委員会の歴史や果たすや役割等を県民の方に再認識していただく。 

   ア 掲載内容 

① 写真 

歴代会長、第 45期委員 

② 記念随想 

③ 近年の主要な出来事（５０周年記念誌以降） 

労使ネットとっとりの個別労働関係紛争あっせんの取組み、労働組合法の改正、

韓国の労働委員会との交流、７０周年記念事業 

④ 資料 

      70年間の主要な事件、事件取扱状況、歴代委員・事務局長名簿、年表 等 

   

イ 発行時期：平成 29年３月 

 

ウ 発行部数 500部（全国の各労働委員会、鳥取県関係機関、図書館、県議会、関係

機関等に配布） 
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第９章  韓国江原地方労働委員会等訪問交流 

 

 

１ 概  況 

（１）これまでの経緯 

鳥取県労働委員会では、県と友好提携を結んでいる韓国江原道の江原地方労働委員会

と労働委員会分野での交流を実施している。 

平成 20年２月には、江原地方労働委員会等を訪問し、韓国の労働委員会制度及び労使

関係団体の実情等を調査し、併せて交流・意見交換を行った。また、同年10月には、本

県にて江原地方労働委員会の委員長を招聘してフォーラムを開催し、今後の労働紛争処

理制度の研究等に資する目的で、日韓の労働委員会制度の比較などを行った。 

  さらに、平成 28年３月には鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業の一つとして実施

した記念講演・シンポジウムに江原地方労働委員会の委員長及び委員を招聘した。 

こうした交流を通じて得られた成果は、本県の個別労働関係紛争の取組み強化や審査

の迅速化・的確化等につながっている。 

 （２）訪問交流の背景等 

本県は、個別労働関係紛争のあっせんで全国有数の実績をあげているが、取扱件数の

増加に伴い、現代社会の特徴的事案である各種ハラスメントやメンタルヘルスに起因す

る、困難度が高く、あっせんに時間を要する事例の件数も増えている。 

これに対し、江原地方労働委員会は、救済申立ての約８割が個別労働関係紛争であり、

大量の件数を処理しているが、和解勧試を含む周到な調査が早期の事件解決に活かされ

ているといった特長を有している。 

その一方で、韓国江原道においても少子高齢化、非正規労働者の拡大等、本県と同様

の社会労働環境の変化に直面しており、ハラスメント等現代社会の特徴的事案やその解

決方策に対する関心も高い。 

こうしたことから、今回、質的にも量的にも困難性が高まりつつある個別労働関係紛

争あっせんの様々な事案に対応し、解決率を高めていくノウハウを共に検討し共有する

ことを目的として、韓国江原道を訪問し、江原地方労働委員会との交流を行った。 

なお、今回、これまでの交流を礎として、両委員会が今後も継続的な協力及び交流を

行うことを確認する「業務協力・交流協約」を締結したところである。 

 

２ 訪問交流概要 

（１）目的 

韓国江原地方労働委員会と鳥取県労働委員会との業務研究交流等により、労働委員会が

取扱う労働紛争について迅速かつ適切に解決するための知識及び業務能力等の向上に資する。 

 

（２）訪問期日 

   平成28年９月27日（火）から30日（金）まで 
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（３）訪韓者 

公益委員   （会長）濱田 由紀子、（会長代理）三谷 裕次郎 

労働者委員  本川 博孝、松﨑 浩哉 

使用者委員  和田 好生、江尻 敏美 

事務局職員  安本事務局長、入江主幹、竹部主事、崔 璱 琪国際交流員  

 

（４）日程   

期  日 内  容  等 

9 月 28日（水） 

ぺ・ジンファン江原道行政副知事表敬訪問 

於：江原道庁 

江原地方労働委員会との業務研究交流等 

 於：春川世宗ホテル 

2018 年平昌冬季オリンピック開催地視察 

於：平昌郡 

9月 29日（木） 

労使協力企業視察（ロッテ酒類江陵工場） 

於：江陵市 

予定していた「日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）ソウル事務所訪問」 

は、現地の交通事情により断念した。 

   ９月 27日（火）及び 30日（金）は移動日。 
 

３ 江原地方労働委員会との業務研究交流等の概要 

（１） 日 時  平成28年９月28日（水）10時から12時30分 

（２） 場 所  春川世宗ホテル 

（３） 出席者 

ア 鳥取県労働委員会（10名） 

公 益 委 員 濱田 由紀子会長、三谷 裕次郎会長代理 

労働者委員 本川 博孝委員、松﨑 浩哉委員 

使用者委員 和田 好生委員、江尻 敏美委員 

事務局職員 安本事務局長、入江主幹、竹部主事、崔 璱 琪国際交流員 

イ 江原地方労働委員会（15名） 

公 益 委 員 金 珉 奭（キム・ミンソク）委員長、韓 萬 珠（ハン・マンジュ）委員 

勤労者委員 金 林 享（キム・イムヒョン）委員、宋 容 弼（ソン・ヨンピル）委員 

使用者委員 朴 東 彦（パク・ドンオン）委員、孫 丙 琮（ソン・ビョンジョン）委員 

事務局職員 柳 政 民（ユ・ジョンミン）事務局長、李 美 熙（イ・ミヒ）調査官、 

洪 漢 杓（ホン・ハンピョ）調査官ほか 

（４） 次 第 

ア 開会挨拶 

江原地方労働委員会  金 珉 奭（キム・ミンソク）委員長 

鳥取県労働委員会   濱田 由紀子会長 
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  イ 参加者紹介 

  ウ 個別報告 

     鳥取県労働委員会   三谷 裕次郎会長代理 

江原地方労働委員会  韓 萬 珠（ハン・マンジュ）公益委員 

  エ 和解・あっせん事例の紹介 

     鳥取県労働委員会のあっせん事例の説明 

江原地方労働委員会の和解事例の説明 

  オ 意見交換 

  カ 相互協力・交流に関する協約書の締結 

 

４ 研究交流の成果及び今後の取組み 

（１）最近の韓国の労働委員会制度や雇用労働環境等について、理解を深めることができた。 

（２）江原地方労働委員会と、江原道地域の経済・労働環境などの地域性や住民のニーズを

踏まえた紛争処理の実情を実際に意見交換することにより、地方の労働委員会の紛争処

理について相互に共通理解を深めるとともに鳥取県労働委員会にとって貴重なノウハウ

を得ることができた。 

（３）日韓労働委員会における適切な紛争処理を図るため、業務協力・交流協約書を締結し、

今後も継続的な相互協力・交流を行うこととした。 
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業務研究交流会議の様子（写真） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

労使協力企業視察の様子（写真） 
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業務協力・交流 協約書 
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５ 業務研究交流会（９月28日）発表録 

○研究交流テーマ：「日韓労働委員会における労働紛争処理の和解手法等について」 

 

○発表者 鳥取県労働委員会 三谷 裕次郎会長代理 

    「鳥取県における個別労働紛争あっせんについて」 

  

これから鳥取県労働委員会のあっせんについ

てお話したいと思います。鳥取県労働委員会に

おけるあっせんについては、鳥取県個別労働紛

争解決の促進に関する条例という条例に基づい

て行っております。 

具体的な手続き及び手法についてお話する前

に、鳥取県のあっせんの状況について簡単にお

話いたします。 

鳥取県労働委員会においては、あっせんにつ

いてはここに書いているとおり、 

 

お互いの主張をお互いが理解しあって相互に歩みより譲りあうことによって事件の解決を図るこ

とをお手伝いする、「お手伝いするという手続き」というふうに認識しております。 
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鳥取県では2002年からあっせんを始めておりますが、徐々に増えております。近年は年間 30件

前後で推移しております。 

あっせんに関わる紛争の内容につきましては、近年の傾向としまして職場の人間関係に関する紛

争が増加しているというふうな傾向があります。 

 

申請者の男女の割合につきましては若干の増減がありますけれども、ほぼ同じ比率というふうに

なっております。申請に関わる業種を見ますと、近年医療福祉に関する仕事に就かれている方から

の申請が増えています。これにつきましては日本では高齢者の介護施設、介護に関わる仕事が増加

していることが影響しているのではないかと推察いたします。 

 

また、正規雇用、非正規雇用の割合につきましては若干正規雇用の方が多いですが、傾向としま

しては、非正規の方からの申請が増えています。 

鳥取県は狭い県ではありますが、東部、中部、西部の３地区に別れております。その３地区にお

ける地域別の件数を集計しますと、それぞれほぼ人口比と一致した割合となっております。特に地

域によって申請が多い、少ないということは見受けられません。 

 

では、次にあっせんの手続きについてお話いたします。あっせんは申請者からのあっせん申請を

受理することによって始まります。あっせん申請につきましては裁判所への申立てと異なり、簡単

な申立書を提出することによってあっせんの開始が可能となります。 
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あっせんの申請があった後、会長があっせん開始の決定または不開始の決定を行います。あっせ

んの開始が決定された後、公労使の各側から各１名のあっせん員を選定いたします。先ほどあっせ

ん申請書は簡易な記載でよいというふうに申しましたが、あっせん開始が決定された後、事務局の

職員が申請者及び被申請者に対して聞き取りを行います。聞き取りにおきましては事務局職員が申

請者に対して直接聞くのですが、その時間は１時間ないし２時間と時間をかけて丁寧に聞いており

ます。 

調査を終了した後、職員は調査報告書を作成します。公労使のあっせん員は職員の作成した調査

報告書を基にあっせん員及び事務局で打ち合わせを行っています。この打ち合わせにおいて事案の

争点であるとか、それぞれの主張について大まかな共通の認識を持ちます。 

その後あっせんの実施に入りますが、あっせんは原則として申請者及び被申請者の当事者が同席

しないかたちで実施しています。あっせんの進行については公益委員があっせんの進行役となりま

す。公益委員は当事者にあっせん手続きにおける留意点、注意点を説明した上で、あっせん員同士

の事前の打ち合わせに基づいて事情聴取をいたし

ます。公益委員はそれぞれ事実関係及び主張を聴

取しますが、そのうち労働者側、使用者側の各委

員が補充的に質問等をいたします。 

このように聞き取りを行った後、あっせん員３

名であっせん案について協議いたします。協議に

よってまとまったあっせん案は当事者双方にこれ

を提示して、その当事者の意向を確認いたします。

当事者が提示したあっせん案に同意に至らない場

合でも、さらにあっせんを継続すれば解決の見通

しがあると思われるときにはさらにあっせん期日を指定してあっせんを継続いたします。 

では、手続の説明の中で手法も若干混じっていましたが、続いて手法について特徴的なところを

お話したいと思います。公益委員はあっせんの手続きの説明の際、当事者に対して裁判とは異なり、

白黒をつける、すなわち事実認定をして法律の効果を決めるのではなく、当事者がそれぞれ譲ると

ころは譲ってお互いに歩み寄って解決を図る制度であるということを強調して説明しています。で

すから、あっせん員の協議においては、それぞれ争いのある部分についての事実認定を積極的には

行っていません。事実認定は行っていませんが、あっせん員は当事者から聞いた話を基にそれぞれ

が心証、事案についての考えを形成していますので、それを、それぞれ話し合います。ですから、

あっせん案の提示の際にはあっせん員３名は基本的な方向については一致しているという状況にあ
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ります。 

あっせん案をまとめた後、あっせん案の提示につきましては、申請者が労働者である場合には労

働者委員のあっせん員が直接申請者の控室まで行って説明しています。同様に被申請者、会社が多

いのですが、会社についても同様な手続を行っています。労働者委員、使用者委員がそれぞれ直接

当事者からあっせん案に対する意見だとか、意向をお聞きしたことを踏まえて、さらにあっせん員

３名であっせん案の修正について協議を行います。当事者双方がお互いに譲ることができる範囲と

思われるあっせん案を作成して、再度当事者に個別にその意向を確認いたします。 

このように鳥取県労働委員会では正式のあっせんの場以外におきまして、労使のあっせん員によ

る個別の聞き取りを行っており、これは鳥取県労働委員会のあっせんの大きな特長の１つと考えて

います。 

あっせん員はあっせん案をまとめたいという気持ちを強く持っていますが、ただ、当事者に対し

てあっせん案を無理強いするようなことがないよう、そのことについてはあっせん員も十分気をつ

けて相手と話をしております。先ほど金委員長、または濱田会長から金銭的解決の提示についての

お話がありました。あっせんにおいても確かに金銭の提示はいたします。当事者の金銭の請求の金

額が大きく離れている場合については、特に慎重に聞き取り、意向確認を行っております。 

最後に鳥取県のあっせんは任意の手続きですので、このあとに裁判手続きが控えているというも

のではありません。その点、当事者は話し合いによって解決をするという基本的な考えを持ってい

るということが前提になっているのではないかと考えています。以上で終わります。 

 

 

 

 

 

 ○発表者 江原地方労働員会 韓 萬 珠公益委員（江原大学校法学専門大学院教授） 

「和解の手続及び方法」 

Ⅰ. はじめに 

 私は、皆さんに配った資料集を基にして発表します。 

まず、先ほど日本の、鳥取県のあっせんについて具体的な話がありましたけれど、私の発表では

江原道の地域に限らず韓国の全般的な和解について発言しようと思っております。皆様はご存じの

ように、裁判所の判定というのは、相手の勝利が私の敗北、私の勝利が相手の敗北というシステム

でございます。 

和解というのは争いを平和的に解決して当事者の間に敵対関係を解消するのみならず、実際に和

解手続が法的な根拠を持つようになった以降の和解率は増加しています。 

 

Ⅱ. 和解制度の意義 

まず、和解という、その単語の説明から始めると、訴訟を終結するために、訴訟当事者が争点を

解決するための協定をいいます。労働委員会での判定の場合には本当に柔軟な紛争の解決方法で、

それ自体で１回の紛争が終結することです。 

和解は本当に生産的かつ未来志向的なものです。そして、和解するということは当事者のみなら

ず関係者すべてが満足できる紛争解決方法です。 
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和解の法的根拠としては、勤労基準法にはその関連の規定がございません。そして、労働委員会

法と労働委員会の規則で、何ヵ所か定められていることがございます。 

 

Ⅲ. 和解制度の運用手順 

次に和解制度の運用手続について説明します。先ほど日本側のあっせんについて説明があったよ

うに、考えてみると韓国の和解制度は日本のあっせんと非常に似ていると思います。 

基本的に和解は当事者の申請で行われます。しかし、調査過程中の調査官の勧告、又は審問会議

中の審判員の勧告によって行われることもあります。 

まず、和解の申し込みについてですが、和解の救済申請書を受理する前に苦情の相談の段階でも

和解は行われます。労働者が苦情を提起する場合に調査官が相談を通して苦情の背景、主要な争点

及び裏面内容などを把握して事案がもし軽い、あるいはすぐに解決できると判断されると、和解を

推進することもできます。 

労働委員会は判定が下される前に当事者の申請、または職権による和解の勧告、又はあっせんが

できます。 

救済申請の事件が受理されると、担当調査官は事件の処理の方法を把握して当事者が望む要件に

関し、様々な解決策を提示して和解を勧告します。このときは担当者が仲裁者としての役割を果た

していることを紛争の当事者に周知させ、苦情が発生しないように注意しなければなりません。 

和解をあっせんする場合には事件が審判会議を経て判定が出ても再審や行政訴訟で争いが続くと

かなり時間がかかることと、損失も大きくなるという点が強調されます。 

和解の観点では具体的な実施調査に基づいた事案の性質に応じて、原状回復、金銭補償、再入社、

就職あっせんなどのさまざまな和解案を提示して、当事者の間の意見の差を狭めていきます。和解

条件に対して合意がなされる場合には合意内容を基に和解調書を作成し、関係当事者との和解に参

加した委員が署名又は押印します。 

しかし、この段階で和解が成立しない場合は一般的な審判事件の進行手続をしたあとで、審判委

員会で処理されます。もちろん審問会議の進行中でも当事者に和解を勧告、又はあっせんができま

す。労働委員会では審問会議がなくても単独審判ができます。和解のための単独審判会議にかけら

れる事件は比較的単純な事件で会議の開催前に担当調査官の主導で、すでに和解の条件の合意がな

されている場合がほとんどです。 

 

Ⅳ. 和解制度の運営方法 

続いて和解制度の運営の方法について説明します。この中で一番重要なのは十分な陳述機会の付

与です。 

和解の過程でもっとも重要なことは当事者からの信頼の確保です。そのため、和解の過程で労使

双方が十分な陳述の機会を持つようにして、調査官及び審判官全員が当事者の立場から陳述内容を

聞かなければなりません。場合によっては和解の過程で当事者に十分な陳述の機会を付与するだけ

でも和解が成立することもあります。 

次は事件の事実関係及び論点の把握の重要性です。和解の過程で委員が尋問資料に書かれている

基本的な事実関係さえも不正確に把握したり、主要な論点の把握の不足、労使関係の現場感覚及び

情報の不足、労働関係法及び判例の専門性の不足などを見せると、委員会の信頼性の確保に否定的

な影響を及ぼすことになります。特に公益委員の場合は、より深刻です。 
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それで、事件について専門知識に基づいた法律的な判断の下で当事者の情報及び協力を求める場

合、和解の客観性及び信頼性が維持されなければ和解の成立率は高くなりません。 

次は委員たちの中立性の姿勢です。特に公益委員が労使当事者から中立的ではなく、偏見や先入

観を持っていると認識される程度が大きければ大きいほど、和解の成立過程の公正性及び信頼性の

確保に否定的な影響を与えます。特に偏見により偏った質問をすると客観性及び妥当性を損失して

労使当事者からの信頼を失うことになります。 

また、権威主義的な姿勢を見せると和解の過程で公正性及び中立性を害することになり、和解の

結果の信頼性を低下させる結果をもたらすことになります。 

労働委員会の和解機能を上げるために和解の勧告などに関する根拠規定を設けています。最終的

な判定にいくよりも労使当事者で和解によって終結されることが望ましいという点には疑問があり

ません。 

しかし、和解の過程の中で調査官はもちろん公益委員などが過度に和解を強要することもありま

す。これでは、和解の過度な強要は救済申請の段階にまで進んだ勤労者の権利を不当に侵害する可

能性があります。和解の判断に対する信頼感の不足や業績評価への反映、使用者側の事情への配慮

の次元で行われると労働委員会での信頼性及び位相の助けにはなりません。 

 

Ⅴ. 和解制度の活性化方案 

次はこのように重要な和解制度の活性化方案について話します。 

まずは義務的な和解手続を導入する必要があるということです。現在、和解制度は当事者による

和解の申請より、担当の調査官又は公益委員の勧告などによる和解が行われる場合が多いです。そ

れで事前に義務的に和解の過程を経るシステムを制度化する必要があるのではないかと思っており

ます。審判まで行かず、労使当事者の感情を公開されない状況であれば和解の可能性が高いし、時

間及びコストの節約ができます。 

同様な制度としては、ドイツの労働裁判所で運営されている必要的な和解手続、イギリスの助言・

調停・仲裁サービス（ＡＣＡＳ）での調停前置主義、あるいは韓国でも家事訴訟法上の調停前置主

義などかあります。このような制度を導入すると和解が成立しない場合に限り、主張及び証拠の提

出を通じた審問会議が開始されることになります。特別な紛争の解雇事件にも、和解前置主義を適

用して、早期に紛争が解消できる制度的な用意が求められます。 

法律上の和解前置主義を導入する前でも和解の可能性がある事件などに対する和解専門公益委員

あるいは調停委員があって、審判会議の前に和解だけの単独審判会議として会議を開催できると思

います。 

労働委員会が紛争解決機関として公正性及び専門性を備えなければならないし、代替的な紛争解

決方法である和解として解決するためには、常に若い人材を必要とし、特に和解及び調整に多くの

経験を持っている専門家の拡充が求められます。和解専門の公益委員の委嘱や和解調停委員会の設

置、そして、できれば常に和解のための労働委員会の常勤委員の委嘱などが必要です。 

また、取下げの形式を借りた非公式的な和解においては和解内容を当時者が履行しない場合には、

これを強制する方法が設けられていません。したがって、その非公式的な和解が制度的に定着する

ようにするシステムが必要です。 

次に、和解の技術の向上のための教育の強化などの専門性の確保が必要です。和解の努力が実際

に成功するには調査官が交渉及び調整などの和解の技術と能力を備えなければなりません。特に救
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済申請が受理されると、一次的に労使の当事者と会える労働委員会の調査官の専門能力は非常に重

要です。 

調査官は調停委員会や審判委員会を構成し、調整及びその審判を行う委員ではありません。しか

し、調査段階で和解解決のために努力して実際に紛争の解決の担当をしている実務の重要な人材と

して公益委員に準ずる専門性を備えなければなりません。 

紛争解決の重要な人材である調査官としての専門性を備えるためには、基本的な資質と能力を持

っている人をまず選抜し、勤務するときでも適切な教育やその訓練のプログラムが行われなければ

いけません。 

しかし、何よりも重要なことは充分な実務経験による専門性の確保です。したがって調査官とし

て長期間、労働委員会に勤務できる環境作りが何より重要だと思っております。 

次は和解事例集の発刊についてです。和解で解決される事件が増えることによって、さまざまな

和解の成功事例を一定の基準で分類し、体系的に整理する必要があります。これによって同様の事

例の場合にそれなりの和解金額の範囲の予想ができ、和解を担当する公益委員、そして当事者が参

考にできます。 

また現在、労働委員会での審判事件の処理のときには、その結果を認定、棄却、却下、取下げ、

和解に区別されています。しかし、取下げの場合にも、労働委員会での調査官や公益委員の勧告に

よるものと当事者の間の行為によって行われる取下げに区別し、これに対する詳細な分類と統計も

必要です。取下げを、勧告取下げと、単純な取下げに区別し、労働委員会の和解の努力が評価され

るようにする必要があります。 

 

Ⅵ. おわりに 

我が社会における分配を巡る立場の差、立場の違いのゆえに、労働紛争の発生自体は避けられな

い現状です。 

しかし、発生した労働紛争をいかに迅速、かつ効率的に、そして公平に解決するかという問題と、

そのような紛争解決システムを備えているかということが、その国のレベルを決定します。労使間

の解雇紛争及びこれによる社会的抗争を再評価するために効率的な方法が和解制度です。和解が侵

害された労使自治制度の回復に貢献できる労使の任意的な手続きという点を考慮すると、労使が迅

速かつ自立的に紛争を解決できるように事前かつ調整的に紛争を解決するようにサポートする必要

かあります。 

韓国の労働委員会で、今、行われている和解という制度が根本的に労働審判所での役割ができる

ことを考えると、結果的にその労働委員会での和解は公平且つ効率的に本当に優秀な制度であり、

もっと有効にする必要があります。これで終わります。ありがとうございます。 

 


